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研究成果の概要（和文）：　外国人児童生徒の教育問題に関する日欧比較研究の成果として『岐路に立つ移民教
育』（ナカニシヤ出版）をまとめた。第1部では教育の機会について日本、欧州7カ国を扱った。第2部では学力
保障として欧州主要国とOECD,MIPEXの指標をもとに分析を行った。第3部では、移民教育の今後を展望するため
に重要課題（言語保障、教師教育、宗教学校）について問題提起を行った。
　これら日本の現状を明らかにした上で、今後日本及び欧州において課題となっている教育課題を分析し、今後
の動向を明らかにした。欧州では移民を背景とする若者の学業達成と就職に課題がみられるため、今後は早期離
学に向けた対策、進路選択が研究課題となる。

研究成果の概要（英文）：　This project provides a study of the patterns of ethnic educational 
inequality among the immigrants descendants in secondary schools in Japan and 8 European 
countries-France, Germany, England, Sweden, Netherlands, Spain, Portugal, Russia. These are 
countries which have become increasingly diverse in recent years and which provide a range of 
educational systems, immigration laws, and integration( or inclusion) policies. 
 In the second part of analysis, we are interested in the second generation, who have been born and 
educated in the countries of destination, is widely seen as being a crucial for the social cohesion 
and especially for the employment.
 In the third part of outcomes, we recognize that the patterns of success and failure in education 
are the maintenance of mother language, the teacher training, and the mechanism of school choice.  
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１．研究開始当初の背景 
我が国では、ニューカマーの受入体制につ
いて主に小林哲也・江淵一公(1997)、江原武
一編(2002)による先行研究がある。その後の
比較調査は散見する限り見あたらない。他方、
我が国におけるニューカマーに関する研究
は 2000 年代以降数多く、その一定の役割を
終えつつあると考える。今後は、日本生まれ
のニューカマーの学力問題に関する研究が
盛んになることが予測される。外国人の学力
問題については志水宏吉(2008)による高校進
学に関する問題などがある。ただ、国際教室
あるいは日本語教室を経由した外国人児童
生徒のその後の追跡調査はほとんどみられ
ないため、外国人用の学級の意義や効果に関
する検証ができていない。フランスの同一の
問題に関しては、園山(1996)、池田(2001)が
明らかにした 80 年代における外国人の受入
クラス後の進路に関する研究がある。また
2000年以降についても明らかにしている（園
山:2009,2010）。それぞれイギリスは佐久間
(2007)、ドイツは天野編 (1997)、丸山
(2009,2011)、オランダ・ベルギーは見原(2006，
2009)による先行研究がある。ただし、ヨー
ロッパの横断的な比較研究はなく、EU の報
告書しかない。EU の報告書は、表面的な比
較であるが、その制度上の差異は明らかであ
る。こうした比較研究では、2008 年までが
対象となっているが、その後に東ヨーロッパ
を中心とする EU新規加盟国（10ヵ国）の本
格的な自由移動が始まる 2011 年以降の状況
が反映されていない。そこで、本研究では、
ヨーロッパに限定して今日の教育状況を制
度比較したうえで、外国人の受け入れ態勢に
おいて補完すべき制度および教育実践に関
していくつかモデルを提示したい。その上で、
80 年代以降より仏独英を中心に話題となり
様々な教育政策が実施されてきた学力保障
対策について考察を試みたい。というのも、
ヨーロッパの古くから外国人労働者を多く
受け入れてきたこれら３カ国では今世紀に
入り、定住した移民２世以降の社会統合ない
し包摂のあり方が課題となっているからで
ある。こうした多文化共生問題は、日本でも
総務省を中心に検討が始められている(佐久
間 2006,2011)。 

 
２．研究の目的 
ヨーロッパにおける外国人および移民の
子どもの教育は 70 年代の単純移民労働者の
受入を停止して以降顕在化している。そうし
た中、ニューカマーの教育保障の整備が行わ
れてきた。しかし現在では、その２世から４
世の移民の学力の質保証が課題となってい
る。こうしたことを受けて、2004 年および
2009 年に EU では各国の報告書を基に総括
を行っている。本研究では、外国人児童生徒
（ニューカマー）問題と移民２世以降（オー
ルドカマー）の教育問題を分けて総合的に扱
うことにする。ニューカマー問題としては、

ホスト社会の教育制度に関する出身言語へ
の翻訳・通訳の有無、特別学級の体制、教員
の専門性・資格・研修体制、統合教育の条件
など横断比較よりヨーロッパの法則を導き
出す。次に、移民 2世以降の学業達成につい
ては仏独英を中心に比較考察を行う。 

 
３．研究の方法 
４年という期間のうち１年目を EU28 加盟
国における外国人児童生徒に向けた資料収
集に努める。EU のシンクタンクである
EURYDICE の各国代表部にメールにて質問紙
調査を行い、M-A.ジュリアンのモデルに習い、
比較一覧表を作成する。残りの３年を仏独英
における政策比較とフィールド調査にあて
る。 
フランスでは、小学校および中学校で学力
調査が行われているため、そのデータを用い
ながら、外国人学級を経由した子どもの学力
状況について分析を行う。また同時に外国人
学級の教員にインタビュー調査を行い、生徒
の追跡調査を行う。特にフランスの教育制度
において重要な進路指導期とされる中学校
４年生（最終学年、15 歳）の子どもおよび進
路指導専門員を対象に進路に関するインタ
ビュー調査を行う。 
ドイツおよびイギリスに関しては、OECD の
PISA 調査の結果を活用し、ホスト国出身者
(ネイティヴ)と、移民の１－２世との比較を
行い、その結果の違いについて調査を実施す
る。両国内における地域間格差についても言
及し、ホスト国出身者と移民のルーツを持つ
者との格差の大きいところと小さいところ
を特定し、その差異の原因を明らかにする。
その際、教育制度上の補償によるのか、人的
な差異なのか、エスニックグループの違いに
寄るのか、あるいは他に原因があるのか各国
で提示をする。 
これら独英とフランスの異同点を抽出し
ながら、フランスの PISA 調査の結果とも較
べながら移民の出自を持つ者の低学力の原
因を考察し、日欧比較する。 
 
４．研究成果 
 本研究では、スウェーデン、スペイン、ロ
シアも追加して日本とヨーロッパの比較研
究を行い、日本比較教育学会にて課題研究お
よび学会紀要にまとめ、さらに『岐路に立つ
移民教育』（ナカニシヤ出版）という書籍に
その横断比較研究の結果を基に刊行した。こ
れら研究の成果として、まずは学習機会の保
障のあり方、就学および卒業認定について日
本とそれ以外の国との違いについて、大きな
違いがあることを指摘した。日本国内におけ
る外国人児童生徒の実態について都道府県
別の待遇の差に問題がある。外国人の入国者
数が増えている現在、その子孫の教育権の保
障は重要な課題となるだろう。あるいは、日
本においても近年、外国人の集住都市会議が
開催されるように、特定の校区に集中したり、



隔離が起きているため、欧州諸国に似た現象
が見られ注意が必要である。 
つぎに 15歳児の PISA の学力結果とその後
の追跡調査による学業達成や職業参入には
それぞれの国によって異なる結果がみられ、
１世と2世の間でも異なる点などが明らかと
なった。こうした違いを修正するため OECD
は、移民教育の予算や資源の配分の重点化、
優秀な教員の配置、養成、研修の充実化、言
語教育の推進（第 2 言語、母語教育など）、
異文化間教育、インクルージョン教育の促進、
多様な文化に配慮したカリキュラムの改善、
学校教育への保護者の参加、家庭への支援な
どをあげている。いずれも日本の教育実態に
おいても不足している点である。 
ただ、ヨーロッパでは以前から出身言語と
文化の教育がほぼすべての国で実施され、そ
の効果は実証済みである。あるいは現在教師
教育における包摂型の養成カリキュラム開
発の重要性が言われているが、すでに一部の
国や地方で始められている。今後の課題とし
て宗教学校としてイスラーム学校の公（私）
立化などについても今後注視する必要性が
明らかとなった。また少なくない早期離学率
や、就職差別がみられ重要な教育課題として
認識しなければならない。 
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